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　資産所得倍増プランにおけるNISA、iDeCoの法改正の動向を踏まえ、企業年金制度も含めた
法改正の経緯や各団体からの要望事項について整理し、企業が自社の退職給付制度を設計する際
に押さえておくべきポイントを解説する。

1．はじめに

　政府は2022年6月7日、経済財政運営と改革の
基本方針2022（以下、「骨太方針2022」）と、新
しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・
フォローアップ（以下、「全体構想」）を閣議決定
した。骨太方針2022では、「貯蓄から投資」へ
の「資産所得倍増プラン」の策定が盛り込まれ、
全体構想においては内容について次のとおり記
載された。「家計が豊かになるために家計の預金
が投資にも向かい、持続的な企業価値向上の恩
恵が家計に及ぶ好循環を作る必要がある。この
ため、個人金融資産を全世代的に貯蓄から投資
にシフトさせるべく、NISA（少額投資非課税
制度）の抜本的な拡充を図る。また、現預金の過
半を保有している高齢者に向けて、就業機会確
保の努力義務が70歳まで伸びていることに留意
し、iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革や
（中略）資産形成を行いやすい環境整備等を図る。
これらも含めて、新しい資本主義実現会議に検
討の場を設け、本年末に総合的な『資産所得倍
増プラン』を策定する」 （1）。
　資産所得倍増プランは「新しい資本主義実現
会議」を通じて検討され、2022年11月28日の第
13回会議をもって決定された。第13回会議の締

めくくりとして岸田首相は「新しい資本主義が
目指す分厚い中間層を形成する上で、家計の賃
金所得に加え、金融資産所得を拡大することは
大切である。NISAの拡充・恒久化、iDeCo制
度の改革、そして、消費者が信頼できるアドバ
イスの提供の仕組みの創設を中心に取組を推進
する」 （2）と発言しており、プランの「第一の柱」
として「家計金融資産を貯蓄から投資にシフト
させる NISAの抜本的拡充や恒久化」が、「第
二の柱」として「加入可能年齢の引上げなど
iDeCo制度の改革」が位置付けられていること
から、全体構想に記載されたとおり、NISA、
iDeCo活用のための環境整備がより一層進めら
れていく流れのようである。
　本稿では、現時点で判明している NISA、
iDeCoの法改正の内容のみならず、企業年金制
度も含めた法改正の経緯や各団体から政府への
要求事項についても紹介し、企業が自社の退職
給付制度を設計する際に押さえておくべきポイ
ントを整理する。

2．NISAの法改正

　2022年12月16日に与党により取りまとめられ
た令和5年度税制改正大綱において、NISA改正
の具体的内容が記載された。
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　NISAについては、「貯蓄から投資へ」の流れ
を加速し、中間層を中心に幅広い資本市場への
参加を促し成長を実現する観点から、抜本的拡
充・恒久化を行う方針である。
　まず、若年期から高齢期に至るまで、長期・
積立・分散投資による継続的な資産形成を行え
るよう、非課税保有期間の無期限化、口座開設
可能期間の恒久化が実施される。
　次に、個人のライフステージに応じて、資金
に余裕があるときに短期間で集中的な投資を行
うニーズにも対応できるよう、年間投資上限額
が拡充される。現行つみたて NISAが40万円、
現行一般 NISAが120万円のところ、現行つみ
たてNISAの役割を引き継ぐ「つみたて投資枠」

は年間120万円（現行つみたてNISAの3倍）、現
行一般 NISAの役割を引き継ぐ「成長投資枠」
は年間240万円（現行一般NISAの2倍）に拡充さ
れる。現行では、つみたて NISAと一般 NISA
の併用はできないが、新制度では、つみたて投
資枠と成長投資枠の併用が可能となり、年間投
資上限額は合計で360万円となる。
　非課税保有限度額については、現行つみたて
NISAが800万円（40万円×20年間）、現行一般
NISAが600万円（120万円×5年間）のところ、新
制度ではつみたて投資枠と成長投資枠を合わせ
て1,800万円、成長投資枠の限度額は1,800万円
の内数として1,200万円（現行一般NISAの2倍）
となり、総額で見ると倍以上となる。

現行制度 新制度

NISA
ジュニアNISA

NISA

つみたてNISA 一般NISA つみたて投資枠 成長投資枠

制度開始 2018年1月 2014年1月 2016年4月 2024年1月 2024年1月

対象年齢 18歳以上
（2023年1月～）

18歳以上
（2023年1月～）

18歳未満
（2023年1月～）

18歳以上 18歳以上

非課税保有期間 20年間 5年間 5年間 無期限化 無期限化

口座開設可能期間 2042年まで 2023年まで 2023年まで 恒久化 恒久化

年間投資上限枠 40万円 120万円 80万円 120万円 240万円

他の投資枠との
併用

不可（つみたてと一般の年単位の選
択は可） － 可

非課税保有限度額 800万円
（40万円×20年間）

600万円
（120万円×5年間）

400万円
（80万円×5年間）

1,800万円

1,200万円（内数）

投資可能商品 長期・積立・分
散投資に適した
一定の投資信託

上場株式・ETF・
公募株式投信・
REIT 等

一般 NISA と同
じ

つみたて NISA
と同じ

上場株式・投資
信託等

備考 2023年末で買付け終了
非課税口座内にある商品は、新制度における非課税限
度額の外枠で現行の取扱いを継続（ジュニアNISA は
18歳になるまで保有可能）

図表1　NISA の現行制度と新制度の比較

（資料）金融庁ホームページより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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3．iDeCoの法改正

（1）iDeCoおよび企業年金制度にかかる法改正
の経緯

　令和5年度税制改正大綱において、iDeCoの
加入可能年齢の70歳への引上げや拠出限度額の
引上げについては、2024年の公的年金の財政検
証にあわせて所要の法制上の措置を講じ結論を
得ることとされているため、2023年1月時点で
は具体的な制度改正内容について明確な結論は
出ていない。今後の制度改正の方向性を考える
にあたり、まずは iDeCoの制度開始から今日ま
での経緯について、加入可能範囲やポータビリ
ティ、受給開始時期、拠出限度額などの観点か
ら大まかに整理してみたい。
　iDeCoは2001年に制度がスタートし、2017年
1月1日より国民年金第3号被保険者（専業主婦な
ど）や企業年金加入者、公務員等共済加入者につ
いても iDeCoに加入可能となった。2018年1月
1日より掛金が年単位化され、複数月分をまと
めて拠出することや1年間分をまとめて拠出す
ることが可能となっている。2018年5月1日から
はポータビリティが拡充され、転職時に企業型
確定拠出年金（以下、「企業型 DC」）や iDeCoの
年金資産を転職先の確定給付企業年金（以下、
「DB」）にも移換することが可能となった（DB規
約に移換可能とする旨を定めた場合のみ）。2022
年4月1日より企業型 DC、iDeCoの受給開始時
期の上限が70歳から75歳に引き上げられ、2022
年5月1日より60歳以上65歳未満の国民年金の
第2号被保険者または国民年金の任意加入被保
険者も iDeCoに加入可能となり、またDB終了
時の年金資産を iDeCoにも移換できるようポー
タビリティが改善されている。2022年10月1日
からは企業型DC加入者の iDeCoへの加入要件
が緩和され、規約の定めや事業主掛金の上限の
引下げがなくても iDeCoに原則加入できるよう

になった（マッチング拠出を選択しておらず、か
つ事業主掛金が各月の拠出限度額の範囲内での
各月拠出となっている場合のみ加入可。iDeCo
の掛金も各月の拠出限度額の範囲内での各月拠
出とする必要あり）。そして、2024年12月1日よ
り他制度掛金相当額の考え方が導入され、企業
型DCと iDeCoの掛金の拠出限度額が変更され
る。以上の経緯を、企業年金の法改正等とあわ
せてまとめると図表2のようになる。
　企業型 DCの法改正の経緯はおおむね iDeCo
と同様だが、2022年5月1日より加入可能範囲が
70歳未満の厚生年金被保険者に拡大された（拡
大前は60歳未満の厚生年金被保険者および60歳
前と同一事業所で引き続き使用される65歳未満
の厚生年金被保険者）。DBについては、2020年
6月5日より支給開始時期の設定可能範囲が65
歳から70歳に引き上げられている。また、2021
年4月1日より高年齢者雇用安定法が改正され、
70歳までの就業機会確保が努力義務化されてい
る。2020年～2022年の3年間で支給開始時期、
受給開始時期の引上げや加入可能範囲拡大、加
入要件緩和などが実施されていることを踏まえ
ると、資産形成を行いやすい環境整備が急速に
進められていることがうかがえる。冒頭にふれ
た全体構想の中で「就業機会確保の努力義務が
70歳まで伸びていることに留意し、iDeCo（個
人型確定拠出年金）制度の改革や（中略）資産形
成を行いやすい環境整備等を図る」との記載が
あることを見ても、今後も同様の法改正が進め
られていく流れは確かなようである。

（2）確定拠出年金の拠出限度額
　次に、確定拠出年金（以下、「DC」）の拠出限度
額について整理したい。2023年1月現在、企業
型 DCの拠出限度額は、DBに加入していない
場合は月額5.5万円、DBに加入している場合は
半額の月額2.75万円となっている。DBに加入
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していない場合の月額5.5万円という金額は、厚
生年金基金上乗せ部分の「望ましい水準」を参
考に決められている。DBに加入している場合
の月額2.75万円という金額は、DC制度創設時
の厚生年金基金上乗せ部分の給付水準の単純平
均から一律半額として設定された。一方、統計
では、加入者1人あたりの DB標準掛金額の平
均は1.8万円程度 （3）、加入者1人あたりの DB標
準掛金額が2.75万円を下回る DBは全体の約9
割 （3）となっており、企業間でもバラツキがあっ
たため、公平性の観点から課題とされていた。
　2024年12月1日より、DBに加入している場

合のDCの拠出限度額が見直される。企業型DC
については、一律2.75万円から「5.5万円－他制
度掛金相当額」に、iDeCoについては、企業型
DCに加入している場合は「2.75万円－企業型
DC掛金」（上限1.2万円）から「5.5万円－他制度
掛金相当額－企業型 DC掛金」（上限2.0万円）
に、加入していない場合は1.2万円から「5.5万
円－他制度掛金相当額」（上限2.0万円）に変更さ
れる。DBの場合の他制度掛金相当額は、採用す
る財政方式にあわせて、毎月定額の掛金相当額
となるように計算される。DCの拠出限度額見
直しの経緯を整理すると、図表3のようになる。

図表2　iDeCo および企業年金制度等にかかる法改正の経緯

iDeCo 企業型DC DB 高年齢者
雇用安定法

2017年 1月1日 加入可能範囲の拡大
（専業主婦、企業年金加入
者、公務員）

2018年 1月1日 掛金の年単位化 掛金の年単位化
5月1日 ポータビリティ拡充

（企業型DC、iDeCo→DB）
ポータビリティ拡充
（企業型DC、iDeCo→DB）

ポータビリティ拡充
（企業型DC、iDeCo→DB）

2020年 6月5日 支給開始時期の設定可能
範囲拡大（65歳→70歳）

2021年 4月1日 70歳までの
就業機会確
保の努力義
務化

2022年 4月1日 受給開始時期の上限引き
上げ（70歳→75歳）

受給開始時期の上限引き
上げ（70歳→75歳）

5月1日 ・加入可能範囲の拡大
（60歳以上65歳未満の
国民年金第2号被保険
者および国民年金任意
加入被保険者）

・ポータビリティ拡充
（終了DB→ iDeCo）

加入可能範囲の拡大
（70歳未満の厚生年金被
保険者）

ポータビリティ拡充
（終了DB→ iDeCo）

10月1日 企業型DC加入者の
iDeCo 加入の要件緩和

企業型DC加入者の
iDeCo 加入の要件緩和

2024年 12月1日 他制度掛金相当額の考え
方にもとづく拠出限度額
見直し

他制度掛金相当額の考え
方にもとづく拠出限度額
見直し

（資料）厚生労働省ホームページより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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　企業型DCの拠出限度額は、2014年10月に現
在の金額となってから、約10年ぶりの見直しと
なるが、iDeCoについては2017年1月1日の加入
可能範囲拡大、2022年10月1日の加入要件緩和
の際の拠出限度額見直しがあり、2024年12月1
日にさらに拠出限度額が見直されるため、企業
型 DCに比べ見直しの頻度が高いことがうかが
える。

4．各団体からの要望事項

　今後の制度改正がどのように進められていく

かを考えるにあたり、資産所得倍増プランおよ
び令和5年度税制改正大綱の策定にあたり各団
体から寄せられた DCに関する要望事項につい
て紹介する。
　日本証券業協会は、まず「企業型 DCの生涯
拠出枠を前提とした年間拠出限度額の柔軟化」
として、限度額を撤廃し、所得や生活状況の変
化に応じて柔軟に変更できるよう制度改革を求
めた。所得の低い期間に拠出を減らし、高い期
間に拠出を増やせれば、自助努力の機会を最大
限に活用できるとしている。次に、「退職準備世

図表3　拠出限度額（月額）見直しの経緯

※1：国民年金基金の掛金、付加保険料との合算枠
※2：DB、厚生年金基金、私立学校教職員共済制度、石炭鉱業年金基金
※3：企業型 DCの規約において事業主掛金の上限を3.5万円（＝5.5万円－2.0万円）として定めた場合のみ拠出可。
※4：企業型 DCの規約において事業主掛金の上限を1.55万円（＝2.75万円－1.2万円）として定めた場合のみ拠出可。

（資料）厚生労働省ホームページより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成

2014年10月1日
以降

2017年 1 月 1 日
以降

2022年10月1日
以降

2024年12月1日
以降

企
業
型
Ｄ
Ｃ

DBに加入 2.75万円 同左 同左 5.5万円－他制
度掛金相当額

DBに加入していない 5.5万円 同左 同左 同左

iD
eC
o

国民年金第 1号被保険者
（自営業者等）

6.8万円※1 同左 同左 同左

国民年金第 2号
被保険者
（会社員等）

企業型DCのみ
に加入

拠出不可 2.0万円※3 2.0万円と「5.5万
円－企業型 DC
掛金」のいずれ
か低い額

同左

企業型DCと企
業年金等※2に加
入

拠出不可 1.2万円※4 1.2万円と「2.75
万円－企業型
DC掛金」のい
ずれか低い額

2.0万円と「5.5万
円－他制度掛金
相当額－企業型
DC掛金」のい
ずれか低い額

企業年金等※2

のみに加入
（公務員を含む）

拠出不可 1.2万円※4 同左 2.0万円と「5.5万
円－他制度掛金
相当額」のいず
れか低い額

企業型 DC、企
業年金等※2のい
ずれにも加入し
ていない

2.3万円 同左 同左 同左

国民年金第 3号被保険者
（専業主婦等）

拠出不可 2.3万円 同左 同左
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代の新たな追加拠出（キャッチアップ拠出）枠の
創設」として、一定年齢以上の加入者を対象に、
企業型DCや iDeCoの過去の未使用分の規模に
応じた個別の追加拠出枠の設定を求めた。社会
状況の影響で資産形成が難しかった団塊ジュニ
ア世代などへの配慮を念頭に置いている。続い
て、「iDeCoの拠出限度額引き上げ」として、企
業型 DCのマッチング拠出および DBの他制度
掛金相当額など事業主掛金が小さいほど iDeCo
の拠出可能額を引き上げるなどの方法を通じ、
更なる公平性の確保を求めた。さらに、「iDeCo
の加入可能年齢の引上げ（65歳→70歳）」として、
改正高年齢者雇用安定法で70歳までの就業確保
措置が努力義務化されたことに合わせ、iDeCo
加入可能年齢を現行の65歳（国民年金被保険者）
から70歳に引き上げるよう求めた。その他、DC
拠出可能額のねんきん定期便での見える化、DC
自動加入に関する仕組みの検討、マイナンバー

を活用した事務手続き簡素化などを求めた。
　企業年金連合会からは、企業型 DCの拠出限
度額の見直し、マッチング拠出制度に関する規
制撤廃、退職一時金から企業型 DCへの一括移
換、本人が希望する場合の中退共から DCへの
移換などの要望が挙げられた。
　信託協会は、拠出限度額の見直し、過去に使
用しなかった非課税枠の繰越し、iDeCoの国民
年金第2号被保険者の非課税枠の統一、退職一
時金から企業型 DCへの資産の一括移換、脱退
一時金の支給要件緩和などを求めた。
　生命保険協会は、企業型 DCの脱退一時金の
支給要件緩和を要望している。
　各団体からの要望事項をまとめると図表4の
とおりとなる。
　拠出限度額の見直しについては、日本証券業
協会、企業年金連合会、信託協会の3団体から
要望が出され、特に日本証券業協会からは年間

図表4　資産所得倍増プランおよび令和5年度税制改正大綱の策定における各団体からの主な要望事項

（資料）各団体のホームページより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成

団体 確定拠出年金に関する要望事項
日本証券業協会 企業型DCの生涯拠出枠を前提とした年間拠出限度額の柔軟化

退職準備世代の新たな追加拠出（キャッチアップ拠出）枠の創設
iDeCo の拠出限度額引き上げ
iDeCo への加入可能年齢の引き上げ（65歳→70歳）
DC拠出可能額のねんきん定期便での見える化
DC自動加入に関する仕組みの検討
マイナンバーを活用した事務手続き簡素化

企業年金連合会 企業型DCの拠出限度額の見直し
マッチング拠出制度に関する規制撤廃
退職一時金から企業型DCへの資産の一括移換、本人が希望する場合の中退共からDCへの
資産移換

信託協会 拠出限度額の見直し
非課税枠の未使用分の繰越し
iDeCo の国民年金第2号被保険者の非課税枠の統一
退職一時金から企業型DCへの資産の一括移換
脱退一時金の支給要件緩和

生命保険協会 企業型DCの脱退一時金の支給要件緩和
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拠出限度額の柔軟化やキャッチアップ拠出など
の具体的なアイデアも挙げられている点を見る
と、業界団体の関心が高いことがわかる。2024
年12月1日の見直し以降も、引き続き議論がな
されていくものと思われる。

5．退職給付制度の設計にあたって

　ここまで、NISAや iDeCoの法改正の動向や、
企業年金制度の法改正の経緯、各団体からの要
望事項について見てきた。これらを踏まえて、
企業が自社の退職給付制度を設計する際に押さ
えておくべきポイントを以下に整理する。

（1）60歳未満の受給制限の有無
　NISAと iDeCoの明確な違いに、60歳未満の
引き出しが可能かどうかという受給制限が挙げ
られる。NISAは60歳未満の引き出しが可能で
あり、iDeCoは60歳未満の引き出しが原則不可
である。企業が提供する退職給付制度では、退
職一時金・DB は60歳未満の引き出しが可能
（※ただし、退職が要件）であり、企業型 DCは
60歳未満の引き出しが原則不可であることに留
意が必要である（図表5）。60歳未満の引き出し
不可の iDeCoや企業型 DCに偏ってしまうと、
60歳前に資金需要のあるような従業員にとって
は使い勝手が悪い。iDeCoと企業型 DCを併用
する場合はどちらの掛金も各月の拠出限度額の
範囲内での各月拠出となり、複数月分や1年間
分をまとめて拠出できない点にも留意が必要と

なる。

（2）60歳以降の雇用条件
　近年60歳以降の雇用状況に大きな変化が見ら
れる。厚生労働省による「高年齢者雇用状況等
報告」によれば、65歳定年の企業の割合は、2017
年で15.3％ （4）、2022年で21.2％ （4）と増加傾向で
ある。従業員にとっては、65歳まで就労する場
合と、70歳まで就労する場合では、老後の資産
形成の目標金額が異なることが考えられる。企
業にとっては、70歳まで雇用を確保する場合、
給与として支払うコストが増加し、退職給付制
度として支払うコストが一定程度制限されるこ
とが考えられる。そのため、退職給付制度の検
討においては、自社における60歳以降の雇用条
件（給与水準や雇用形態等）にも留意が必要とな
る。

（3）個人の自助努力と企業が提供する退職給付
制度の役割分担・バランス

　老後の資産形成のためには、長期的に着実に
資産を増やしていく必要がある。個人による老
後の資産形成という観点では、NISAと iDeCo
どちらの制度も活用可能であり、今後、より重
要な役割を担うことが期待されている。一方で、
個人によっては将来のための資産形成よりも現
在の消費を好む場合もあり、個人による自助努
力である以上、一定の限界がある。企業による
老後資産形成、すなわち退職一時金・DB・企業
型 DCなどの退職給付制度も引き続き重要な役
割を担うことが期待される。また、個人の金融
リテラシーや市場の好不況によって資産形成に
差が生まれやすい。投資に不慣れな従業員にとっ
ては、自ら投資を行う必要のない退職一時金や
DBの方が安心感があり従業員の満足度が高ま
ることも考えられる。従業員の NISA、iDeCo
の活用度合いや金融リテラシー、退職給付制度

図表5　各制度の拠出主体と受給制限

（資料）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成

受給制限

60歳未満の
引出し不可

60歳未満の
引出し可

拠出
主体

個人 iDeCo NISA

企業 企業型DC 退職一時金・DB
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に期待する役割などを十分に把握した上で、企
業と従業員の双方にとって納得的な退職給付制
度を検討していくことが重要である。以上のよ
うに、個人の自助努力と企業が提供する退職給
付制度の役割分担の整理やそのバランスも、意
識しておく必要がある。

（4）iDeCoの拠出限度額
　本稿3．（2）で紹介したとおり、2022年10月か
ら iDeCoの拠出限度額が企業型DC掛金を考慮
した額に変更されており、2024年12月からはさ
らに他制度掛金相当額も考慮した額に変更され
る。これにより、今後は DBの制度変更や企業
型DCの掛金変更により iDeCoの拠出限度額が
増減する可能性がある。例えば、退職一時金を
DC移行し、企業型DCの掛金が発生（または増
額）することによって、iDeCoの拠出限度額が
減少する可能性について考慮しておく必要があ
る。退職給付制度の検討においては、制度設計
が iDeCoの拠出限度額に影響する点も、念頭に
置いておかねばならない。

　資産所得倍増プランをきっかけに、老後の資
産形成について従業員の関心が高まることが予
想される。その際には、NISAや iDeCoだけで
なく、退職給付制度の設計の見直しが必要にな
ることもあるだろう。本稿が、老後の資産形成
手段である退職給付制度の設計の参考となれば
幸いである。

注
（1） 内閣官房『新しい資本主義のグランドデザイン及び

実行計画～人・技術・スタートアップへの投資の実
現～（令和4年6月7日）』より

（2） 内閣官房『第13回新しい資本主義実現会議議事要
旨』より

（3） 第18回社会保障審議会 企業年金・個人年金部
会 参考資料1『DC拠出限度額の見直しについて』
より

（4） 厚生労働省『（参考）定年等の状況に係る時系列デー
タ』https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/00 
0955630.pdfより

https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/000955630.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/000955630.pdf

